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漁業収入安定対策事業に関する論点

GR Japan株式会社
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レポートの概要
• 2018年12月、漁業法が改正され、新たな資源管理システムの構築が決定された。新たな資源管理に取り組む漁業者の経営安定を
図るため、今後、漁業収入安定対策事業の法制化が予定されている。

• 漁業収入安定対策事業とは、2011年に開始された、漁業者の収入補填及び掛け金への補助により漁業共済を補強する事業。
2020年度は142億円程の予算が交付された。

• 本事業の法制化にあたっては、1)漁業補助金のあり方、2)経営への影響、3)水産資源への影響が論点と考えられる。

• 補助金で収入が補填されることに
より、経営の努力が限られるため、
漁業の補助金は撤廃すべきとの意
見がある。

• 一方、水産業・漁村は、多面的な
役割を持っており、補助金を活用
してでも守るべきとの意見もある。

• 漁業補助金は、漁村の将来像にも
大きな影響を与える要素であり、
補助金のあり方に関しては、漁村
が将来にわたってどのような役割
を果たすべきかを考慮しつつ検討
すべきではないか。

• 漁業収入安定対策事業の具体的な
制度設計により、漁業経営は多大
な影響を受ける。

• 漁獲量が継続的に減少した場合、
積立ぷらすで支払われる金額も長
期的には減少するため、前回の契
約金を下限とする特例の措置も考
えられる。

• また、漁業収入安定対策事業は、
水産加工事業者を対象としていな
いので、加工業者への補助措置の
あり方も考えるべきではないか。

• 政府は、漁業収入安定対策事業に
ついて、漁業者による自主管理
（資源管理計画）を要件とするこ
とで、「資源管理を推進させる効
果がある」との見解を示している。

• 一方、資源管理計画に関しては、
計画の効果に関する指標が非科学
的、フィードバックのルールがな
い、計画の内容が非公表等、資源
管理の有効性に課題がある。

• 今後、資源管理計画制度は、「資
源管理協定」へ移行される予定だ
が、資源管理の有効性を確保する
ための施策が必要ではないか。

漁業補助金のあり方 経営への影響 水産資源への影響

漁業収入安定対策事業の法制化に向けての論点

漁業収入安定対策事業の法制化にあたっては、水産業・漁村の将来像、漁業経営にとって効果のある補助金の仕組み、有効性のあ
る資源管理計画について検討することが重要。
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水産政策における漁業収入安定対策
• 2018年12月、漁業法が改正され、漁獲可能量（TAC）対象魚種の拡大、漁獲割当て（IQ）の導入等、新たな
資源管理システムの構築が決定された。

• 新たな資源管理措置の下で適切な資源管理に取り組む漁業者の経営安定を図るため、今後、漁業収入安定対策
事業の法制化が予定されている。

• 本レポートは、漁業収入安定対策事業の法制化に向け、新たな資源管理措置のもとで同事業のあるべき姿につ
いての論点を整理する。

漁業収入安定対策事業に関する論点：

1) 漁業補助金のあり方（必要性）

2) 事業による経営への影響

3) 事業による水産資源への影響
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漁業収入安定対策事業の概要
• 漁業収入安定対策事業とは、国民への水産物の安定供給を図るため、計画的に資源管理等に取り組む漁業者を
対象に、漁業共済の経営安定機能等に補完する形での収入安定対策を活用した事業。

• 漁業者の収入減少時に収入減収分の一部を補填する事業（積立ぷらす）及び漁業共済の掛金への補助の２つの
事業からなる。

• 漁業収入安定対策事業への加入要件として、漁業共済へ実質加入していること及び「資源管理計画」の作成・
履行が求められている。

漁業収入安定対策事業の目的（実施要綱より抜粋）：
水産資源の積極的な回復や維持を図りつつ、漁業者の収入の安定等を図ることを目的とする。

過去5年間の漁獲収入
のうち3年の平均

制度の概要
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＜参考＞漁業共済とは
• 漁業災害補償法に基づき、漁業共済組合・全国漁業共済組合連合会によって運用されている漁業者の共済制度。
国や地方自治体から掛金助成等の支援が出ている。

• 漁獲共済（漁船・定置漁業等）、特定養殖共済、養殖共済等の種類がある。
• 共済の対象者は、漁業共済組合の組合員である漁協及び当該漁協に所属する中小漁業者（個人、従業員が300
人以下・漁船の合計総トン数が3000トン以下の法人等）。

出典：全国漁業共済組合連合会パンフレット「漁業共済の現状」

*他にも漁業施設共済、地域共済がある
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漁業収入安定対策事業の予算額等の推移
• 漁業収入安定対策事業は、資源管理・漁業経営安定対策の一環として、2011年3月に開始された。
• 事業の予算額は、開始当初の400億円程から減少傾向にあり、2019年度は約69億円、2020年度は142億円程
の予算となっている。

• また、交付元である漁業経営安定対策基金の残高も近年減少傾向にあり、2016年度には800億円を超えていた
残高は2019年度には300億円以下になると見込まれている。

出典：農林水産省「事業レビューシート」・「基金シート」より算出
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漁業収入安定対策事業の加入率

• 2030年までに、加入率を漁業生産金額ベース（加入者の漁業生産金額／全国の漁業生産金額） で90％にする
ことが目標とされているが、2018年度時点の加入率は79%となっている。

• 法制化するにあたっては、どれほどの加入率を見込むのかについて確認すべきではないか。

生産額ベースで漁業者
の79%程が加入して
いるが、小規模漁業者
の加入割合が低いこと
が指摘されている。

出典：全国漁業共済組合連合会パンフレット「漁業共済の現状」
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論点1：漁業補助金のあり方➀
• 漁業収入安定対策事業の目的は、不安定な漁業者の収入を安定化させることであるが、そもそも漁業者に対す
る補助金に対して否定的な意見もある。例えば、漁業（及び農業）では収入が補助金によって補填されること
により、経営の努力が限られるため、漁業への補助金は撤廃すべきとの見解がある。

• ノルウェーでは、漁業への補助金が大幅に削減されながらも、漁船の大型化や高出力化が進み、漁獲高が増加
した。一方で、漁船・漁業者の数は大きく減少した。

なぜ日本は問題先送りの漁業補助金を
撤廃できないのか
小松正之氏（National Geographic 
2014年6月）

「民間企業であれば損失は自己責任で
あり、それが蓄積したら倒産します。
ところが、漁業や農業は燃油が高く
なったり、天災が起こったりして損失
が出ても行政が補填してくれる。補助
金を撤廃したノルウェーやアイスラン
ド、アメリカでは、燃油が上がったら
経営を改善しようと漁法を変えたり、
船を改善したりして対応しますが、日
本の漁業者は補助金があるからそうい
うことは考えないのです。これでは、
根本的な構造問題の解決は先送りで
す」

出典：ノルウェー元漁業大臣Otto Gregussen氏「水産物調達の透明化とサステイナビリティー実現に関する勉強会」資料 5月22日

ノルウェーにおける漁業者に対する政府の支援（1980年ー2018年）

構造的改善と効率性向上、地域サポート

売上を向上し、コストを抑えるための支援
社会福祉

その他

(1000クローネ
≈12,000円)
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＜参考＞ノルウェーにおける漁獲高・漁業者数の推移

出典：Statistics Norwayのデータより算出
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ノルウェーでは、 1990年から（漁獲枠を漁船毎に配分する）漁船別漁獲割当方式を導入。漁業者
一人当たりの漁獲高は増加したが、全体の漁業者数は大きく減少。
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• 一方、水産業・漁村は、多面的な役割を担っており、補助金を活用してでも守るべき存在との見解もある。全
漁連のアンケートによると、回答者の98%が「多面的機能を有する水産業」を将来的にも残すべきと回答1。

• 水産総合研究センター（現：水産研究・教育機構）がまとめた報告書2では、水産政策における価値観の違いを
反映した3つのシナリオが示されており、漁業者への補助金は各シナリオを形成する要素の一つである。

• 漁業収入安定対策事業を含む漁業補助金を交付するにあたっては、漁村が将来にわたってどのような役割を果
たしていくべきかのシナリオに基づいて検討することが重要ではないか。

水産業・漁村の多面的機能

水産業の将来像：三つのシナリオ（産業の発展、地域社会への貢献、食料供給の保障等の要素をどれほど重視するかに基づく）

グローバル競争シナリオ：
• 産業の経済的効率性を重視。
• 規制緩和・競争促進を行い、
漁業は利潤の最大化。

• 補助金は基本的に撤廃し、資
源管理費用について負担を求
める。

生態的モザイクシナリオ：
• 沿岸は地域の公的役割を負い、
沖合・遠洋は産業効率重視。

• 沿岸漁業の活動は貨幣価値は
低く、補助金が必要。

• 資源変動に由来する経営リス
クの一部を政府が補償。

国家食料供給保障シナリオ：
• 安定した価格で安全な水産物
を国の責任として供給。

• 生産者には豊漁不漁にかかわ
らず一定水準の所得を補償。

• 漁業経営上のリスクや減船措
置は全面的に公費で補助。

出典：水産総合研究センター「我が国における総合的な水産資源・漁業の管理のあり方」

沿岸域の環境美化・
保全

藻場・干潟・サンゴ
礁の保全

海難救助

災害救援活動

海域の環境監視

国境監視

河川・湖沼の生態系
保全

漁業活動による環境
保全

都市の人々との交流

伝統文化の創造と
継承

1全国漁業協同組合連合会「水産業・漁村のさまざまな役割」 (2001～2002年) 標本数：１万人
2水産総合研究センター「我が国における総合的な水産資源・漁業の管理のあり方」(2009年)

論点1：漁業補助金のあり方②
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論点2：事業による経営への影響

• 漁獲量が継続的に減少した場合、積立ぷらすで支払われる金額も長期的には減少する。長期的な漁獲量の減少
への対応策としては、クロマグロ漁業における特例措置がある。

• 2018年1月、定置網漁業と20トン未満漁船漁業の漁業者で強度資源管理タイプに参画し、更に新たな要件を満
たすクロマグロ漁業者を対象に、払戻判定金額を前回契約の100%を下限とする特例を措置。

クロマグロ漁業における特例措置

従来は、漁獲量が継続的に減少した
場合、基準漁獲⾦額が減少した分、
払戻⾦も下がる。

新たに導⼊された特例措置において
は払戻⾦額の下限が、前回の契約
（⼀年前以内に契約期間が終了した
契約）の払戻⾦額に設定された。

出典：「ぎょさいだより No88」全国漁業共済組合連合会HPより
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＜参考＞水産加工業者への支援
• 漁業収入安定対策事業の対象は、計画的に資源管理や漁場改善に取り組む「漁業者」であり、水産加工業者は
対象外である。

• 一方、新たな資源管理措置への円滑な移行を確保するための休漁・減船の支援措置（新資源管理導入円滑化等
推進事業）は加工業者も対象にしている。

• 新たな資源管理措置による経営への影響が想定されるのは、水産加工業者も同様であり、水産加工業者への支
援のあり方についても検討を行うことが考えられる。
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論点3：事業による水産資源への影響
• 収入安定対策事業の資源への影響に関しては、 2012年に「資源管理を推進させる効果があると認識してい
る」との政府見解が示された。

• 実際、漁業者の自主的な資源管理の取組みを定める資源管理計画の数は、2011年8月時点で500計画であった
のが、2019年8月時点で2000計画を超えている。

• 水産総合研究センター等が2014年に実施した調査によると、収入安定対策事業が資源管理の強化に貢献した
事例があり、漁業収入安定対策事業が資源管理へのインセンティブとして働いていることが示されている。

「漁業収入安定対策事業においては、資源管理計画を確実に実施することを加入要件としていることから、同事業の導入以前と比較
して多数の漁業者が資源管理に参画し、また、海域における資源管理の取組内容が統一されるなど、漁業者による計画的な資源管理
の取組を拡大させ、ひいては我が国周辺水域における資源管理を推進させる効果があると認識している。」
木村太郎衆議院議員の質問主意書に対する答弁（2012年5月11日）

石川県漁協の小型底引き網漁業の事例

• すず支所に所属する小型底びき網漁業者は、本対策後に
すべての漁業者が共済と積立ぷらすに加入した。このこ
とにより、従来は取り得なかった資源管理措置の実施に
も積極的に取り組むことができるようになり、メスガニ
の漁期短縮やミズガニの全面自粛の取組が合意を得るこ
とが出来た。

• 2012 年度に多くの漁船で水揚げ額が減少したにもかか
わらず、2013 年度により強度の資源管理を実施するこ
とが出来た背景には本資源管理・収入安定対策による支
援が大きく貢献している。

兵庫県但馬漁協のズワイガニ・アカガレイの事例

• 兵庫県を含む隣県では、ズワイガニについては 1954 年、
アカガレイについては 2002年以降様々な資源管理措置に
取組み、漁業者、行政、研究機関が一体となって管理措置
を改善し、現在までの取組みを継続し実施してきている。

• 資源管理を実施していく中で、燃油高騰などのコストの上
昇等により経営環境が悪化する状況にあるが、資源管理・
収入安定対策における共済等の支援の導入により、一時的
に漁獲金額が減少する場合においても、従来の取組に加え
より厳しい資源管理の取組の継続に極めて重要な役割を果
たしている。

「資源管理・収入安定対策を活用した資源管理と漁業経営について」より抜粋
（水産総合研究センター中央水産研究所・株式会社水土舎 2016年3月）
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論点3：事業による水産資源への影響

資源量
13%

CPUE
38%

漁獲量
14%

漁獲量＋α
33%

その他
2%

資源管理計画の評価方法

• 漁業収入安定対策が資源管理計画の普及を促しているが、資源管理計画がどこまで資源維持・回復に貢献して
いるのか定かではないとの見解もある。

• 要因の一つとしては、資源管理計画の効果の評価方法のうち、14％は漁獲量のみを用い、33%は漁獲量+αが
用いられているが、漁獲量は資源の状態をはかる科学的な指標としては不十分である。

• 資源管理計画の評価方法については、評価のコスト等も考慮しつつ、CPUE*等、科学的な資源管理に必要とな
る適切な評価方法の導入を後押しすべきではないか。

平成31年自民党行政改革推進本部提言より抜粋
「漁業者の自主的な取組である資源管理計画については、ほとんど
情報公開されてこなかった上に非科学的な指標を用いており、科学
的な検証を行えない内容であることが党の行政改革推進本部で行っ
た事業レビューのヒアリングを通して明らかになっている。」

*Catch Per Unit Effort; 単位（漁獲）努力量当たり漁獲量（資源量の指標）例:操業1日1隻当たり漁獲重量。

漁獲量が資源の増減を適切に表さない事例

出典：水産庁「現行の資源管理計画一覧」より算出

漁獲量

資源が減少
しても

資源量

操業時間等を増や
せば、漁獲量が増
加することも
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論点3：事業による水産資源への影響
• 資源管理計画の履行は漁業収入安定対策事業の要件となっているが、計画を履行した結果、資源量、CPUE等
が減少したとしても、計画の改善は制度上、求められていない。

• 実際、評価結果が「減少」である資源管理計画のうち、44%は計画を継続するとされている。
• 計画が確実に資源管理に寄与するよう、評価結果が「減少」した場合には計画を「改善」する等、フィード
バックのルールを明示し、計画の有効性を担保すべきではないか。

計画 対象魚種 主な管理措置
評価・検証

評価方法 評価結果 検証結果
北海道「島牧漁協資源管理計画」 ホッケ・サバ・カレイ 休漁 資源量 減少 継続

北海道「ひやま漁協資源管理計画」 カレイ類 休漁 資源量 減少 継続

愛知県「大濱漁協中型まき網漁業資源管理計画」イワシ類及びアジ類等 休漁 CPUE 減少 継続
「島根県隠岐海域における五箇地区採介藻漁業の
資源管理計画」 サザエ、アワビ、ナマコなど 休漁、操業時間制限 CPUE 減少 継続

資源管理計画一覧より抜粋

出典：水産庁「現行の資源管理計画一覧」

検証結果 計画数 割合

継続 217 44%

改善 217 44%

継続、強化 57 12%

評価結果が「減少」の場合



16

論点3：事業による水産資源への影響
• 水産庁は、改正漁業法を踏まえ、自主的資源管理に関して以下の取組みを行う必要があるとしている。

• 非TAC魚種についても、利用可能な最善の科学情報を用い、資源管理目標を設定する。
• 改正漁業法に基づく「資源管理協定」を策定する。
• 資源管理の状況の評価・検証を定期的に行う。検証結果は公表する。

• 「非TAC魚種に対する効果的な資源管理の導入は急務」（水産庁）である中、透明性を確保し、第三者が資源
管理の効果を確認できるよう、検証結果だけではなく、資源管理協定の内容等も公表することが考えられる。

出典：水産庁「沿岸における資源管理」

資源管理計画制度から資源管理協定制度へ

利用可能な最善の科学情報
を用いた資源管理目標

法に基づいた資源
管理協定制度 評価・検証の実施

及び協定の「バー
ジョンアップ」
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まとめ
漁業収入安定対策事業の法制化にあたっては、以下の点を検討することが重要。

（漁業補助金のあり方）

• 漁業補助金は、漁村の将来像にも大きな影響を与える要素であり、補助
金のあり方に関しては、漁村が将来にわたってどのような役割を果たす
べきかを考慮すること

（事業による経営への影響）

• 払戻金の設定基準等、漁業経営に影響を与える漁業収入安定対策事業の
詳細な仕組みに関する議論を行うこと

（事業による水産資源への影響）

• 今後導入される資源管理協定が資源維持・回復に結びつくよう、計画の
公表、計画の効果に関する適切な指標の導入、フィードバックのルール
制定等について議論を行うこと


